
議案第１５９号 

さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例及びさいたま市放

課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条

例の制定について

さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例及びさいたま市放課後

児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。

平成３０年１１月２８日提出

さいたま市長 清 水 勇 人

さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例及びさいたま市放

課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条

例

 （さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第１条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年さ

いたま市条例第６６号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （職員）  （職員） 

第２７条 ［略］ 第２７条 ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 心理療法担当職員は、大学（学校教育法（昭和

２２年法律第２６号）の規定による大学をいう。

第５２条第２項第６号エ、第５８条第７号及び第

１００条第６号を除き、以下同じ。）の学部で、

心理学を専修する学科若しくはこれに相当する課

程を修めて卒業した者（当該学科又は当該課程を

修めて専門職大学（同法の規定による専門職大学

をいう。以下同じ。）の前期課程を修了した者を

 含む。第９０条第３項において同じ。）であって、

４ 心理療法担当職員は、大学（学校教育法（昭和

２２年法律第２６号）第１条に規定する大学をい

う。第５２条第２項第６号エ、第５８条第７号及

び第１００条第６号を除き、以下同じ。）の学部

で、心理学を専修する学科若しくはこれに相当す

る課程を修めて卒業した者であって、個人及び集

団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以

上の能力を有すると認められる者でなければなら

ない。 



 個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこ

れと同等以上の能力を有すると認められる者でな

ければならない。 

５～７ ［略］ ５～７ ［略］ 

 （母子支援員の資格）  （母子支援員の資格） 

第３８条 母子支援員は、次の各号のいずれかに該

当する者でなければならない。 

第３８条 母子支援員は、次の各号のいずれかに該

当する者でなければならない。 

 ⑴ 都道府県知事の指定する児童福祉施設の職員

を養成する学校その他の養成施設を卒業した者

（専門職大学の前期課程を修了した者を含む。

第５２条第２項第１号及び第５８条第１号にお

いて同じ。） 

 ⑴ 地方厚生局長又は地方厚生支局長（以下「地

方厚生局長等」という。）の指定する児童福祉

施設の職員を養成する学校その他の養成施設を

卒業した者 

 ⑵～⑸ ［略］  ⑵～⑸ ［略］ 

 （職員）  （職員） 

第５２条 ［略］ 第５２条 ［略］ 

２ 児童の遊びを指導する者は、次の各号のいずれ

かに該当する者でなければならない。 

２ 児童の遊びを指導する者は、次の各号のいずれ

かに該当する者でなければならない。 

 ⑴ 都道府県知事の指定する児童福祉施設の職員

を養成する学校その他の養成施設を卒業した者

 ⑴ 地方厚生局長等の指定する児童福祉施設の職

員を養成する学校その他の養成施設を卒業した

者 

 ⑵～⑷ ［略］  ⑵～⑷ ［略］ 

 ⑸ 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号

）第４条に規定する免許状を有する者 

 ⑸ 学校教育法の規定により、幼稚園、小学校、

中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育

学校の教諭となる資格を有する者 

 ⑹ 次のいずれかに該当する者であって、市長が

適当と認めたもの 

 ⑹ 次のいずれかに該当する者であって、市長が

適当と認めたもの 

  ア 大学において、社会福祉学、心理学、教育

学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修す

る学科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した者（当該学科又は当該課程を修めて専

門職大学の前期課程を修了した者を含む。）

  ア 大学において、社会福祉学、心理学、教育

学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修す

る学科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した者 

  イ～エ ［略］   イ～エ ［略］ 

 （児童指導員の資格）  （児童指導員の資格） 

第５８条 児童指導員は、次の各号のいずれかに該

当する者でなければならない。 

第５８条 児童指導員は、次の各号のいずれかに該

当する者でなければならない。 

 ⑴ 都道府県知事の指定する児童福祉施設の職員

を養成する学校その他の養成施設を卒業した者

 ⑴ 地方厚生局長等の指定する児童福祉施設の職

員を養成する学校その他の養成施設を卒業した

者 

 ⑵・⑶ ［略］  ⑵・⑶ ［略］ 

 ⑷ 大学の学部で、社会福祉学、心理学、教育学

若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相

当する課程を修めて卒業した者（当該学科又は

当該課程を修めて専門職大学の前期課程を修了

した者を含む。） 

 ⑷ 大学の学部で、社会福祉学、心理学、教育学

若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相

当する課程を修めて卒業した者 

 ⑸～⑻ ［略］  ⑸～⑻ ［略］ 



 ⑼ 教育職員免許法第４条に規定する免許状を有

する者であって、市長が適当と認めたもの 

 ⑼ 学校教育法の規定により、小学校、中学校、

義務教育学校、高等学校又は中等教育学校の教

諭となる資格を有する者であって、市長が適当

と認めたもの 

 ⑽ ［略］  ⑽ ［略］ 

 （児童自立支援専門員の資格）  （児童自立支援専門員の資格） 

第１００条 児童自立支援専門員は、次の各号のい

ずれかに該当する者でなければならない。 

第１００条 児童自立支援専門員は、次の各号のい

ずれかに該当する者でなければならない。 

 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 都道府県知事の指定する児童自立支援専門員

を養成する学校その他の養成施設を卒業した者

（専門職大学の前期課程を修了した者を含む。

  ） 

 ⑶ 地方厚生局長等の指定する児童自立支援専門

員を養成する学校その他の養成施設を卒業した

者 

 ⑷ 大学の学部で、社会福祉学、心理学、教育学

若しくは社会学を専修する学科若しくはこれら

に相当する課程を修めて卒業した者（当該学科

又は当該課程を修めて専門職大学の前期課程を

修了した者を含む。）又は大学の学部で、社会

福祉学、心理学、教育学若しくは社会学に関す

る科目の単位を優秀な成績で修得したことによ

り、学校教育法第１０２条第２項の規定により

大学院への入学を認められた者であって、１年

以上児童自立支援事業に従事したもの又は前条

第１項第４号アからウまでに掲げる期間の合計

が２年以上であるもの 

 ⑷ 大学の学部で、社会福祉学、心理学、教育学

若しくは社会学を専修する学科若しくはこれら

に相当する課程を修めて卒業した者又は大学の

学部で、社会福祉学、心理学、教育学若しくは

社会学に関する科目の単位を優秀な成績で修得

したことにより、学校教育法第１０２条第２項

の規定により大学院への入学を認められた者で

あって、１年以上児童自立支援事業に従事した

もの又は前条第１項第４号アからウまでに掲げ

る期間の合計が２年以上であるもの 

 ⑸～⑺ ［略］  ⑸～⑺ ［略］ 

 ⑻ 教育職員免許法第４条に規定する免許状を有

する者であって、１年以上児童自立支援事業に

従事したもの又は２年以上教員としてその職務

に従事したもの 

 ⑻ 学校教育法の規定により、小学校、中学校、

義務教育学校、高等学校又は中等教育学校の教

諭となる資格を有する者であって、１年以上児

童自立支援事業に従事したもの又は２年以上教

員としてその職務に従事したもの 

 （さいたま市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改

正）

第２条 さいたま市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例（平

成２６年さいたま市条例第５３号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。



⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （職員）  （職員）

第１０条 ［略］ 第１０条 ［略］

２ ［略］ ２ ［略］

３ 放課後児童支援員は、次のいずれかに該当する

者であって、都道府県知事が行う研修を修了した

ものでなければならない。

３ 放課後児童支援員は、次のいずれかに該当する

者であって、都道府県知事が行う研修を修了した

ものでなければならない。

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］

 ⑸ 学校教育法の規定による大学（旧大学令（大

正７年勅令第３８８号）による大学を含む。）

において、社会福祉学、心理学、教育学、社会

学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又は

これらに相当する課程を修めて卒業した者（当

該学科又は当該課程を修めて同法の規定による

専門職大学の前期課程を修了した者を含む。）

 ⑸ 学校教育法の規定による大学（旧大学令（大

正７年勅令第３８８号）による大学を含む。）

において、社会福祉学、心理学、教育学、社会

学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又は

これらに相当する課程を修めて卒業した者

 ⑹～⑽ ［略］  ⑹～⑽ ［略］

４・５ ［略］ ４・５ ［略］

   附 則

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。


